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事前評価票 

 

（平成２９年８月現在） 

１．課題名 Society5.0 実現化研究拠点支援事業 

２．開発・事業期間 平成３０年度～平成３４年度（ステージゲート評価を経て、５年間

の延長も可能） 

３．課題概要 

（１）研究開発計画との関係 

 施策目標：未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

 大目標（概要）：ICT を最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）と

を融合させた取組により、人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」を未来社会の

姿として共有し、その実現に向けた一連の取組を更に深化させつつ「Society 5.0」と

して強力に推進し、世界に先駆けて超スマート社会を実現していく。このため、国は、

超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要となる基盤技術及び個別シス

テムにおいて新たな価値創出のコアとなり現実世界で機能する基盤技術について強化

を図る。 

 中目標（概要）：我が国が世界に先駆けて超スマート社会を形成し、ビッグデータ等から

付加価値を生み出していくために、産学官で協働して基礎研究から社会実装に向けた

開発を行うと同時に、技術進展がもたらす社会への影響や人間及び社会の在り方に対

する洞察を深めながら、中長期的視野から超スマート社会サービスプラットフォーム

の構築に必要となる基盤技術の強化を図る。 

 重点的に推進すべき研究開発の取組(概要)：未来社会における新たな価値の創出と着想

の獲得に向けた研究開発の推進／社会システムと高度に連携したサイバーフィジカル

情報システム技術の実現 

 本課題が関係するアウトプット指標： 

  ・情報科学技術分野における研究開発の論文数、学会発表数 

・情報科学技術分野における研究成果に基づく特許数 

本課題が関係するアウトカム指標： 

・社会実装された研究開発のテーマ数 

・研究開発が社会実装されたことによる経済的・社会的インパクト 

 

（２）概要 

○ 大学等において、情報科学技術を基盤として、事業や学内組織の垣根を越えて研究成

果を統合し、社会実装に向けた取り組みを加速するため、学長等のリーダーシップに

より組織全体としてのマネジメントを発揮できる体制構築を支援する。 

○ 本体制の下、企業等からの本格的な投資の呼び水となることが見込まれる大学等での

実証試験等の実施や概念実証に必要な研究費を支援する。 

○ 支援期間中に構築した学内体制や実証システムが終了後も持続可能な形で発展してい

くための仕組みについても支援する。 
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○ 以上のような取組により、情報科学技術を核として大学等を Society5.0 の実証・課題

解決の先端中核拠点とする。 

 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

○ 第５期「科学技術基本計画」（平成 28 年１月 22 日閣議決定）において、ICT を最大限

に活用してサイバー空間とフィジカル空間（現実世界）とを融合させた取組を進める

こととされているほか、「未来投資戦略 2017」（平成 29 年６月９日閣議決定）では、様々

な知恵・情報・技術・人材を「つなげ」、イノベーションと社会課題の解決をもたらす

仕組みを世界に先駆けて構築することが重要であり、そのため、内外のトップ研究者

を結集し産業界と連携してイノベーションを生み出せるよう、大学等へのリソースの

集中投下による拠点整備を進めていくことが政府全体の方針となっているところ。本

事業は、上記政府方針に合致する情報科学技術を核とした大学等の先端中核拠点化を

支援する取組である。 

○ さらに、未来投資会議の下に設置された AI、IoT 等分野の研究開発の司令塔機能を担

う「人工知能技術戦略会議」が示した重点分野（「人工知能技術戦略」（平成 29 年３月

31 日））において官民の研究開発を加速させる取組であり、社会的課題に対して適切な

ターゲティングがなされている。 

○ したがって、国の基本方針の推進のために本取組の必要性は高い。 

 

 評価項目 

  政策的意義（政府方針等に基づいたものか） 

 評価基準 

  第５期科学技術基本計画、未来投資戦略 2017 等の閣議決定等が示す政府方針に合致し

ているか 

 

（２）有効性 

○ 本事業は、Society5.0 の実現に向けた官民の研究開発を促進することを目的として、

社会実装までを見据えた具体的な計画・体制の構想を有する大学等を公募により支援

するものであり、自立分散していた知恵・情報・技術・人材を統合して社会貢献につ

なげる事業として、社会システムの変革や新産業の創出等に直接的・間接的波及効果

が期待される。 

○ 大学等は、Society5.0 実現の基礎となる優れた研究成果や優秀な研究者、研究施設・

設備を多数有しており、かつ多様なデータを連結させた高付加価値データを作り出す

ことができるため、実証フィールドとして適している。これら大学等のポテンシャル

を活用することで、社会イノベーションへとつながることが期待され、また、学生の

積極的な参加により、未来を生み出す人材の育成も期待できる。 

○ 以上より、様々な波及効果が見込まれ、有効性が期待できる。 
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 評価項目： 

    新しい知の創出への貢献、実用化・事業化や社会実装に至る全段階を通じた取組 

  評価基準： 

見込まれる直接的・間接的波及効果 

 

（３）効率性 

○ 本事業は、大学等に蓄積された最先端の基礎・基盤的研究や既存の研究プロジェクト

の成果等について情報科学技術を核として統合するものであり、また、学長等のリー

ダーシップの下で推進する方針は大学等の組織全体を動かし、リソース配分も全体最

適で行われることが期待され、大学等の有するポテンシャルの最大化を図るものとい

える。加えて、大学等がもつ公共性は、多種多様な企業の参加を可能とし、一定の民

間投資誘発効果が期待できるため、政府として投資効果の高い取組といえる。 

○ 事業運営に当たっては、別途、文部科学省として有識者による評価・指導及び助言を

行う体制を整備することとしており、具体的なマイルストーン設定の下、適正な進捗

管理を行う体制の構築が確保されている。 

○ 本取組は、他機関や産業界等との連携のための供用基盤の強化を図り、様々な機関・

分野の研究者等の利活用も促進することとしており、効率的な実施が期待でき妥当で

ある。 

 

評価項目： 

    手段やアプローチの妥当性 

  評価基準： 

計画・実施体制の妥当性、目標・達成管理の向上方策の妥当性 

 

５．総合評価 

（１）評価概要 

○ 以上の理由から、本事業は積極的に推進すべき取組であると評価する。 

○ 事業の実施に当たっては、進捗管理の適切性を図る上で、事業開始から３年後に中間

評価を行う。中間評価の３年後に、事業開始から５年目のステージゲート評価を受け

て、本委員会で評価を行う。事後評価については事業終了後に実施する。 

 

（２）その他 

【留意事項】 

○ 情報科学技術の研究開発及び実装には、社会科学的な観点が必要であり、実証実験に

も取り入れるべきである。また、社会実装に当たっては、制度設計や政策提言に結び

付けていくべきである。 

○ 通常の研究開発の評価とは異なり、論文成果のみならず、特許あるいは社会システム

制度改革に向けた提言の実績等、より多様な軸での評価が必要である。 

○ 大学等の業務に変化をもたらす実証システムの実装（教育への反映等を含む）までを

ターゲットとすべきである。 
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○ 未来投資戦略 2017 でも指摘されたように、内外のトップ研究者を結集する観点が重要

である。そのため、組織を作るに当たり、帰属する機関の立場を残しつつ大学等で働

くという形の雇用形態も検討すべきである。 

○ ハブ＆スポークの考え方等を参考に、中核拠点以外にも分散している組織や研究者等

のリソースを取り入れる仕組みを検討するべきである。 

○ 学際性のある取組を行う等、大学等のポテンシャルをより効果的に活用するためのア

イデアが必要である。 

○ 日本が苦手な中小企業との産学連携を強化するため、自治体と連携し取り組むべきで

ある。 

○ コーディネーション機能を担うことができる人材を、事業開始当初から確保すること

が重要である。 

○ ①学生教育の場 ②民間人材育成の場 ③先端研究の場 の３点いずれにも重きを置い

た実証実験プランを考えるべきである。 

○ Society5.0 の実現にとどまらず、その先の未来に向けた挑戦的な取組を推進していく

べきである。 

 

 


